　6月29日発表予告レジュメ

　　　　　日本における議会制民主主義の行方
　～9・11解散・総選挙を題材に～

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　担当　谷川、多田

　2005年9月11日に行われた衆議院の解散・総選挙において、自民党が298議席を獲得し、連立与党で327議席（衆議院の総議席の3分の2強）を獲得するという圧倒的な勝利を収めたことは皆さんも記憶に新しいことと思います。その選挙にあたって、小泉首相は「今回の解散は郵政解散であります。郵政民営化に賛成してくれるのか、反対するのか、これをはっきりと国民の皆さんに問いたいと思います」と発言し、与党は郵政民営化に賛成する候補者しか公認せず、郵政反対候補者に対しては「刺客」を放つという異例の総選挙が行われました。
　今回の選挙に関しては、テレビなどでもさまざまに議論がなされて、「議会制民主主義の危機だ」といった主張も叫ばれました。与党（自民党）と政府の関係、党議拘束のあり方、法案審議における参議院の役割、法案否決の場合の内閣の責任の取り方、など今回の総選挙を通して浮かび上がった問題は、政治学の領域にとどまらず、「民主主義」や「権力分立」などを基本原理として国家の統治機構のあり方を定める憲法上においても、重要な問題が提起されていると発表者たちは考えます。
　さしあたって、今回のゼミにおいては大まかに以下の３つの論点について考察・議論を深めていきたいと思います。

（1） 今回の郵政解散において、首相は参議院で法案が否決されたことを理由に衆議院を解散しました。解散権については学説上もさまざまな理解が存在しますが、このことは憲法上から見て何か問題はないのでしょうか？

（2） 解散・総選挙を通じて、参議院は衆議院において（僅差ながらも）可決した法律案をいったん否決し、総選挙後に行われた特別国会においては、ほぼ同内容の法律案を可決へと転じました。このことは二院制を定める日本国憲法の趣旨と整合するものなのでしょうか？

（3） 首相は「今回の解散は郵政解散」と発言し、今回の解散・総選挙を、国民に対して郵政民営化に関する「民意」を問うという「国民投票的なもの」として位置づけました。果たして、直接民主制的要素の少ない日本国憲法において、解散制度を国民投票の代用とすることは可能なのでしょうか？
　発表に当たっては皆さんの議論が可能となるようわかりやすい説明、進行に努めますが、憲法の教科書で統治機構（主に国会と内閣）についての基本的な事項を復習しておいてもらえると助かります。加えて、今回の発表における私たちの問題意識を大まかに理解してもらううえで、

· 井口秀作　「憲法の話題　郵政解散劇」　法学セミナー2006年4月号　no.616

　　　　　　　　　「憲法の論点　二院制と衆議院の解散」　同上

· 山口二郎　「郵政解散の憲政上の意味」　法律時報77巻11号（2005年）

を参照していただけるといいかと思います。また、個別的な論点に関しては、

· 大石眞　「衆議院解散権の根拠と習律上の制約」　ジュリスト1311号（2006年）

· 長谷部恭男　「解散権の所在と条件」　法学教室302号（2005年）

· 只野雅人　「単一国家の二院制」　ジュリスト1311号（2006年）

· 糖塚康江　「国民投票vs解散」　同上

などが適当かと思います。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　以上
